




1   国の機関として「会議」という名称がつく組織として、日本学術会議などの会議体がある（内閣府の
ホームページhttp://www.cao.go.jp/council.htmlを参照。小論作成のために、2017年 4 月20日閲覧））。「会議所」
という名称がつく組織が、他に過去にも存在したかどうか不明である。
2   労働会議所がよいのか、労働者会議所がよいのか、議論の本質と関係するが、ここでは、労働会議所と
いう名称を用いる。


















































5  http://www.cci.fr/web/organisation-du-reseau/histoireによる（小論作成のために、2017年 4 月10日閲覧）。
6   中世のギルドが母体になったとされているが、ギルドがどのように展開し、その母体となったかについ
ては、ここでは考察しない。















































12 http://www.jcci.or.jp/about/jcci/index.htmlによる（小論作成のために、2017年 4 月11日参照）。






































































































































浅田毅衛［1998］「東京商法会議所の設立と明治前期の流通政策」『明大商学論叢』第80巻 1 ・ 2
号、pp. 41-58。
猪木武徳［1987］『経済思想』岩波書店。



















26 猪木［1987, p. 149］を参照。
